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平成 22 年度事業報告  

                               

１ 事 業 概 要 

(1)  平成 22 年の日本経済は、夏場までは上向きの動きが続いたものの、秋口から 

円高の急進やエコカー補助金などの政策効果の息切れや反動により、景気は足踏み

状態となったが、平成 23 年に入り引き続く新興国の経済成長や米国経済の復調の 

兆しなどにより、緩やかな回復軌道に乗るとの見方が拡がっていた。 

     しかしながら、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により、そうした 

見方は大きく覆り、景況感は急速に悪化をし、今後の見通しは困難な状況となった。 

 

(2)  一方で、平成 22 年度は当協会組織にとっては、画期的ともいえる 1 年となった。 

当協会は、平成 22 年 6 月 3 日の通常総会で決定をした新公益社団法人移行に関す

る具体方針に基づき、平成 22 年 9 月 10 日に神奈川県へ公益社団法人認定申請を 

行った。途上、県当局の指摘により臨時総会の開催を余儀なくされたが、ようやく

平成 23 年 3 月 22 日の第 32 回神奈川県公益認定等審議会の議題となり、同日付けで

公益認定基準に適合するとの答申が行われ、3 月 24 日に神奈川県より公益社団法人

としての認定書を受領した。そして、平成 23 年 4 月 1 日に「公益社団法人神奈川 

労務安全衛生協会」として新たに再出発ができたのは、多岐にわたる認定申請手続

き等に対して各会員そして各支部の特段の理解と協力によるものであり、当協会 

の組織力が発揮されたものといえる。 

 

(3)  また、当協会の会員数については、事業所の閉鎖、統廃合や経費節減などの 

理由による退会の流れが止まず、平成 22 年度末の会員事業場数は 4,170 事業場（前

年度末比 113 事業場減）となった。従業員数についても、約 612,600 名（前年度末

比 18,600 名減）と大幅に減少した。協会として、こうした動向に歯止めをかける 

ために、本部・支部一体となった会員事業場の維持に止まらず、新規会員事業場の

加入促進が急務である。 

 

(4)  協会の主要事業である技能講習等については、経済情勢の影響を受け、特別教育

で＋49 名、安全管理者選任時研修等で△170 名、作業主任者・技能講習で△1,566

名などで、全体として 19,268 名（前年度比 1,848 名減）となった。平成 19 年度の

実績が 24,617 名であることから、この 3 年間で 5,349 名の受講者数の減少となって

おり、平成 20 年 9 月のリーマンショック等の影響もあったが、事業運営に与える 

影響は大きく、受講生の増加に努力するとともに、注意深くその動向を注視しなけ

ればならない。 
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